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1898 年， ア メ リ カ 合衆国は米西戦争後のパ リ 条約に よ っ て フ ィ リ ピ ン諸島を ス ペ イ ン か ら








アメリカ商品のフィリピンへの進出は， 1909 年の ペ イ ン = オ ル ド リ ッ チ 関税法， そ れを補
完する 13年のアンダーウッド=シモンズ関税法の成立によって急速にすすんだ。これらの関
税法によって，アメリカ・フィリピン両国間の貿易が相互に関税を免除される互恵的自由貿易
体制が確立され，アメリカからの輸入額は 14年には全輸入額の 49%となり， 18 年以降37 年






























輸入額 2 億 8，9 17万ペソのうち，免税で輸入されたものは 2 億 1，677万ペソで 75 .0%を占め，
アメリカからの免税輸入額は 2 億 1，368万ペソで全免税輸入額の 98 .6%，アメリカからの全輸
入額の 99.4%を占めた。それにたいして，日本などの免税比率は，表 lが示すようにわずか
1'"'"'2%程度で し かなか っ た。 課税は従量税と従価税の両方でお こ なわれ， た と え ば同 じ綿製
品でもニット製品の靴下は 25%の従価税，レースのカーテンはキロ当たり 50セントの従量税
が課せられた3)o
表 l輸入国別免税・課税比率 1940 年度 (単位ペ ソ ， %)
免 税 課 税 メ仁ゴ〉、 5十
アメリカ 213,678,406 (99.4%) 1,323,406 215,001,812 (74.4%)
日本 93,025 (0.7%) 13,301,931 13,394,956 (4.6%)
蘭領東インド 65,779 (0.9%) 7,181,709 7,247,488 (2.5%)
中国 70,979 (1.2%) 5,715,160 5,786,139 (2.0%)
イギリス 53,923 (1.1%) 4,872,936 4,926,859 (1.7%)
ドイツ 125,262 (2.6%) 4,651,963 4,777,225 (1.7%)
英領東インド 105,454 (2.2%) 4,645,649 4,751,103 (1.6%)
その(也 2,578,319 (7.7%) 30,707,227 33,285,546 (11.5%)
メ仁〉1、 計 216,771,147 (75.0%) 72,399,981 289,171,128






































とえば，日本の貴族院議員・衆議院議員の年俸はともに 1 .800ペソ(100 円 は 60ペソで換算)で
あったのにたいして，フィリピンの上院議員は 7，000ペソ，下院議員は 6，500ペソであった5)0
貿易額については，日本の 26 億 7，276万ペソにたいして，フィリピンは 3 億 3，802万ペソで
12.6% にす ぎなか っ たが， 日本の人口7.311 万(1940 年国勢調査) に た い し て， フ ィ リ ピ ン の人
口 1，600万(1939年国勢調査)で 2 1.9%であったことを考えると，フィリピンの貿易額はそれ
ほど低かったとはいえないだろう。とくに首都マニラのエリート層の購買力は，日本の都市エ
リート層より高かったかもしれな l 'o首都圏の人口は， 1903 年の国勢調査の33 万弱か ら ， 18





そして，それらの結果， 1939 年夏に は ， I比島に至 り 都会， 田舎を問はず一度市場商店を規け





2-2. 教育と マ ス メ デ ィ ア の普及




















表 2 児童 ・ 生徒数の増加率 (19 1 8 年 と 1 939 年国勢調査の比較)




51.3%(l~4 年生) 1939'-"40 1,572,639 51,814(3.3%)
中間教育 1918'-"19 88,938




214.9%(1~ 4 年生) 1939'-"40 90,579 18,107(20.0%)





等教育( 1,.....,4 年生) の増加率がかな り 低~ )。換言すれば，マニラ市の就学率は， 1918 年ま でに
かなり高くなっており， 1918 年以降地方の就学率が上昇 し た こ と が読み と れ る O ま た ， 全土
にたいしてマニラ市の児童・生徒数の占める割合が初等教育で大幅に減少したことから，とく
に地方の初等教育が普及したことがわかる。それにたいして，中等教育では初等教育ほどには，
地方で普及しなかったことがわかる。中間教育 ( 5 ""'" 7 年生) で は， そ の中間値を示 してい る 。





表 3 識字者数 ・ 識字率 1 9 1 9 年
全土 キ一←ーミ, マニラ市 キ一←→ミ
10 歳以上男女 合計 5,316,146 48.8% 374,395 80.7%
男 2,964,453 54.3% 210,130 85.6%
女 2,351,693 43.2% 164,265 75.1%
21 歳以上男女 合計 3,081,378 44.0% 215,944 78.9%
男 1,812,915 51.7% 122,759 86.7%
女 1,268,463 36.3% 93,185 70.5%
出典 1939 年国勢調査
出版物の発行状況からも，アメリカ文化の地方への浸透を読みとることができる O表 4から
わかる通り，マニラの発行誌数 1 74に比べ地方の合計は 108と少なく，発行部数も少なし」英
語誌の割合が小さくスペイン語や地方語のものが多いとはいえ， 1930 年代に な っ て英語誌の
発行誌数・部数が増えていることがわかる Oさらに，新聞・雑誌の定期読者数 ( 1 939年)をみ
ると，フィリピン全土 1 0 . 7% (1 0歳以上 1 5 .8% ， 識字者 32 . 3%) に た い し て， マ ニ ラ 市は 40 .7%
(同 54. 7%，同 67 .8%)であり，マスメディアの普及・影響力は，マニラ市と地方でかなりの聞
きがあったことが想像される Oなお， 1939 年に は， 定期刊行物は全土で309 ， う ち英語のみ は
140 (45.3%) に な っ てい た。
いっぽう，ラジオの聴取加入者が 1930年代後半になって急速に増加し， 36 年の2 万4 ，369








1903"-'05 2 1.1% 2 1.9%
1906"-'10 6 3.4% 3 2.8%
19 日 "-' 15 4 2.3% 7 6.5%
1916"-'20 10 5.7% 5 4.6%
1921"-'25 19 10.9% 10 9.3%
1926"-'30 27 15.5% 17 15.7%
1931"-'35 67 38.5% 46 42.6%
1936 39 22.4% 18 16.7%
メ仁ゴL 計 174 108
註:廃刊誌紙は含まれていない。
英語のみ 90 51.7% 34 31.5%
英語とフィリピン諸語 12 6.9% 17 15.7%
フィリピン諸語のみ 23 13.2% 26 24.1%
英語とスペイン語 18 10.3% 7 6.5%
英語とスペイン語とフィリピン諸語 8 4.6% 12 11.1%
スペイン語 14 8.0% 9 8.3%
スペイン語とフィリピン諸語 2 1.1% 3 2.8%
その他 7 4.0% 。
発行部数 マニラ 地方
0"-' 999 28 16.1% 35 32.4%
1,000"-' 4,999 88 50.6% 64 59.3%
5,000"-'9,999 29 16.7% 9 8.3%
唱1 0 . 000 29 16.7% 。
日刊 14 8.0% 8 7.4%
週刊 27 15.5% 39 36.1%
隔週刊(月 2 回を含む) 25 14.4% 16 14.8%
月刊 95 54.6% 32 29.6%
季刊 8 4.6% 5 4.6%
その他 5 2.9% 8 7.4%
出典:“List ofNewspapersandOtherPublications"inCornejo'sCommonwe αUh
DirectoryofthePhil 砂，pines. Manila , 1939,pp.1296-1302.




















Division , Bureau of Commerce の マ ス ト リ リCleto C. Mastrili も充分に認識 してお り ，
“ Progress ofOurDomesticCommerce ," ThePhilip ρine Journ αl ofCommerce(Vol.16 ,No.
12,December1940) で明 らかに し てい る 。 図 3 ----- 4 の通 り ， 道路の距離は伸び， 登録自動車数
とくにトラックの台数が増えたことがわかる。日本人はトラックを，マニラ市内では商品の宅
配，地方では移動商店として利用した。 1938年現在，マニラ市の日本人が所有する自動車は，
「主人使用自動車(約)六 O台 J I商用 ツ ラ ッ ク (約) 九八台」 であ っ た。 ト ラ ッ ク に よ る物流
は，マニラ近郊の商店にも影響を与えた。住民がマニラに買い物に行く機会が増え，マニラと
同品質で同価格の商品を顧客が求めるようになった。 1931年以降，パスは運賃が低下して，












1917 1922 1927 1932 1937
年











1912 1917 1922 1927 1932 1937
年
図 4 :登録自動車数 19 1 2 ~ 38 年




入港数 トン数 出港数 トン数
1899 年 1,009 218,048 1,074 237,852
1909 年 9,209 1,039,338 9,218 1,045,075
1919 年 15,218 1,500,190 15,540 1,521,633
1929 年 21,785 3,373,372 22,115 3,379,350
1938 年 22,401 5,076,911 22,620 5,051,335







いたことがわかるo 1939 年の国勢調査で中国人人口1，000 を超え る州 は45 州中28 にのぼ り ，
華僑学校は 1930年の調査で全土に 80校，教員数 268，生徒数男子 4，427，女子 1，220，夜生徒




表6 商業投資見積高 (単位ペ ソ ， 1937 年度末)
全 土 マニラ市
中国人 111,286,020 42.1% 20,720,000 26.6%
フィリピン人 74,519,150 28.2% 16,780,000 21.5%
日本人 20,684,617 7.8% 10,160,000 13.0%
その他 57,722,640 21.8% 30,340,000 38.9%
メ仁 h1、 計 264,212,427 78,000,000
出典:南洋協会マニラ支部「フィリピン華僑の経済的勢力J r南洋J 27-11 0941
年 11 月 1 日 ) 22-23 頁
表 7 国籍別人口分布
1918年全土 マニラ市 1939年全土 マニラ市
フィリピン人 10,250,273259,437(2.5%) 15,833,649564,388(3.5%)
中国人 43,802 17,760(40.5%) 117,487 46,233(39.4%)
日本人 7,806 1,612(20.7%) 29,057 4,73006.3%)
(ダパオ: 4,472 (57.3%) 17,888(61.6%))
アメリカ人 5,774 2,916(50.5%) 8,709 3,191(36.6%)
スペイン人 3,945 2,050(52.0%) 4,627 2,124(45.9%)






l 個人主義的な る こ と 。 殆ど個人投資であ り ， 強い共同意識に よ り 自国に共通な る利益
擁護の為の団結なく，又共同購買，共同金融の機関が少い。
2 倣慢でサ ー ビス が悪い。
3 忍耐力 と 誠実さ と が欠除 し ， 投機的に走る 。
4 営業上不確実で， 金融機関の信用獲得の可能性少 し 。
5 先見の明を欠き ， 先取的意志を以て事業を始め る事が出来ぬ。
それにたいして，中国商人は， ri支那人で も近づ、かぬ土地」 と言ふ部言があ る位に， 如何な
る山間僻地でも，少くとも部落の形をなしてゐる限り部落外れに一軒の支那人店が見られ J，













ため，州、|毎の差を確認するにとどめざるをえない。表 8 I州別商業勢力J か ら ， 1937 年末現
在，商業投資額で中国人が過半数を占める州は 45州中 19，フィリピン人が過半数を占めるの
は 13で，日本人はダパオ州の 35. 2%が最高で， 6 州の投資が記録さ れてい な い。
その地方の独自性の一端については，フィリピン渡航 10周年を記念して出版された渡辺薫












フィリピンの日本商店は， 1897 年の 日本バザー の前身の開店を晴矢 と す る が， 日本商品の
輸入が急増する第一次世界大戦(19 14 ,...,18 年) ま で， お も に 日本商品を取 り 扱 っ ていたわ けで
はなかった。第一次世界大戦を契機とする日本商品の輸入増に対応したのは中国商店であり，
当時日本商店はとくに地方での販売網をもっていなかった。地方の日本商店が増加するのは，









フィリピン人 中国人 日本人 合計 中国人 日本人人口 人口
アフラ 99,250 45.0% 81,500 37.0% 220,550 66
アグサン 唱1 0ハ0 . 00ハU 16.1% 500,000 80.6% 20,000 3.2% 620,500 351 28
ア lレノてイ 2,343,000 41.9% 1,943,000 34.8% 100,000 1.8% 5,586 ,000 1,895 89
アンティケ 55,800 13.8% 325,300 80.5% 1,000 0.2% 404,100 215 2
ノ〈タアン 960,000 97.0% 29,600 3.0% 10,000 1.0% 989,800 55 12
バタネス 40,000 100.0% 40,000
ノ〈タンガス 1,640,000 72.6% 567,000 25.1% 2,000 0.1% 2,259 ,000 741 109
ボホール 431,160 50.6% 414,900 48.7% 6,000 0.7% 852,060 840 16
ブ、ラカン 4,082,240 56.3% 1,099,450 15.2% 7,251,690 464 84
ブキドノン 89,250 78.7% 22,400 19.7% 800 0.7% 113,450 106 10
カガヤン 384,388 30.8% 684,182 54.7% 41,000 3.3% 1,249,714 1,404 41
北カマリネス 1,220 453
南カマリネス 2,087 80
カピス 285,000 24.1% 881,250 74.6% 9,000 0.8% 1,181,250 715 29
カビテ 409,850 53.5% 296,465 38.7% 13,000 1.7% 766,315 1,204 34
セブ 7,416,757 26.1% 11,064 ,236 39.0% 2,149 ,500 7.6% 28,392 ,493 6,117 623
コタノイ卜 200,000 8.5% 2,000 ,000 85.1% 100υ000 4.3% 2,350 ,000 1,591 137
ダパオ 600,000 3.5% 5,000 ,000 29.3% 6,000 ,000 35.2% 17,050 ,000 3,595 17,888
北イロコス 240,500 27.5% 614,500 70.4% 唱1 ハU υ00ハu 1.1% 873,000 424 9
南イロコス 735,265 33.7% 1,343,155 61.5% 50,000 2.3% 2,182 ,520 717 37
イロイロ 6,104,125 27.1% 15,741 ,360 69.9% 200,000 0.9% 22,525,485 3,511 574
イサベラ 5,000,000 33.3% 7,000 ,000 46.7% 5,000 0.0% 15,005 ,000 1,778 27
ラグナ 3,000,000 40.9% 4,000 ,000 54.5% 噌よLOO, Oυハ 1.4% 7,335 ,000 1,939 142
ラナオ 177,300 47.8% 185,300 50.0% 370,600 567 48
ラ・ウニオン 343,178 20.2% 523,186 30.7% 80,000 4.7% 1,701,999 458 86
レイテ 2,415,698 54.1% 1,526,188 34.2% 26,756 0.6% 4,462,012 3,076 73
マニラ市 16,780,000 21.5% 20,720 ,000 26.6%10,160 ,000 13.0% 78,000 ,000 46,233 4,730
マリドゥケ 70,300 16.6% 350,000 82.8% 2,000 0.5% 422,500 557 6
マスパテ 334,223 39.2% 279,817 32.8% 852,040 731 126
ミンドロ 513 40
マウテン・プロビンス 247,500 65.0% 44,000 11.6% 65,000 17.1% 380,500 1,212 1,188
ヌエノて・エシハ 5,480,000 20.6% 15,604 ,000 58.7% 26,564 ,000 1,361 54
ヌエノイ・ビスカヤ 273 7
西ミサミス 349,412 43.3% 351,569 43.6% 10,000 1.2% 806,181 1,049 33
東ミサミス 967,000 32.4% 1,840,000 61.6% 93,000 3.1% 2,985 ,000 1,512 120
西ネグロス 3,153,380 48.4% 2,666 ,642 40.9% 207,218 3.2% 6,514 ,303 2,679 490
東ネグロス 171,700 17.2% 677,135 67.7% 36,050 3.6% 999,935 1,125 44
ノずラワン 650,600 33.3% 831,500 42.6% 13,000 0.7% 1,954,100 368 133
ノfンノ fンガ 2,231,050 68.3% 869,400 26.6% 95,200 2.9% 3,268 ,420 1,301 103
ノ fンカ、、シナン 1,336,355 21.5% 2,736 ,085 43.9% 500,500 8.0% 6,226 ,940 1,800 81
リサール 2,484,270 59.4% 1,523,990 36.4% 72,090 1.7% 4,185,120 5,431 524
ロンフロン 154,300 50.0% 114,100 37.0% 308,400 214
サマール 1,956 26
ソ/レソゴン 300,000 14.6% 1,600 ,000 78.0% 80,000 3.9% 2,050 ,000 1,451 28
スールー 唱晶LO.Oハu 22.3% 330,001 73.5% 15,000 3.3% 449,121 1,294 34
スリガオ 185,400 19.0% 770,800 78.9% 21,000 2.1% 977,200 1,115 75
タルラク 2,149,000 52.3% 1,865 ,400 45.4% 14,400 0.4% 4,111,100 1,359 37
タヤパス 1,040,174 33.4% 1,682 ,116 53.9% 253,303 8.1% 3,118 ,593 4,069 158
サンノイレス 161,125 38.2% 220,393 52.3% 11,000 2.6% 421,518 581 42
サンボアンガ 103,600 7.3% 366,000 25.8% 111,800 7.9% 1,419,400 4,167 345
ぷ仁〉1、 計 75,600,650 28.6%111,275 ,625 42.1% 20,685,123 7.8%264,299 ,538 117,487 29,057












在マニラ日本領事館が毎年 10 月 1日付で実施していた 60項目の職業別人口調査のなかで，
1927'"-38 年 (マニ ラ 管内1930 年， ダパオ管内1930 年 と34 年はデー タ な し ) の 「物品販売業J r会
社員・銀行商店員・事務」とそれらの家族を分析すると，つぎのようなことがわかる。
フィリピン全土の「物品販売業」本者数は， 1934 年に若干減少 し ， 37 年に132 人， 20% 以
上減少した以外は増加している。「会社員・銀行商店員・事務」本業者も同様の増減を
するが，減少幅は小さし 1。また，家族も同様に増減するが，増加率は高い。すべてを合計する
と， 1932 年 ま で順調に増加 し ， そ の後 も37 年に3 ，810 人か ら3.60 人に減少 し た以外は増加
している Oしたがって，以上のことから日本商店は数が増えただけでなく，商店の規模が大き
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図 7 在 フ ィ リ ピ ン 日本人商業人口 ， 1927"""38 年
(フィリピン全土，物品販売業，家族合計)
1935 1937
て家族数の割合が小さい。マニラでは， I物品販売業」 本業者 ・ 家族 と も 1 932 年に増加 し 34
年に減少，それより小幅だが 36年に増加翌年に減少し家族の増減の幅が大きい。ダパオで
は， r物品販売業」 本業者 ・ 家族が， マ ニ ラ と は逆に 1 932 "'3 年に減少 し てい る 。 こ の こ と
は，マニラ麻不況と大いに関係している Oまた， I会社員 ・ 銀行員 ・ 商店員 ・ 事務員」 本業者
が 1937年に減少している。ルソン島では， 1932 年に急激に減少 し てい る 。1935 年の家族の急
増と翌年の急減についての意味はわからない。ビサヤ諸島では， r会社員 ・ 銀行員 ・ 商店員 ・
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図 9 :在フィリピン日本人商業人口， 1927'"38 年
(フィリピン全土，物品販売業，会社員等，本業者男，家族合計)
している O家族はともに 1 934年まで順調に増加し，その後 2 -- 3年間減少した。ミンダナオ




つぎに， r比律賓邦人商社名簿 昭和十六年六月 調査J (南洋協会， 1941 年) に掲載 さ れた







夕、、パオ以外のミンダナオの 5地域に分類すると，それぞれの「商社」は 422， 351, 147, 453,
35 と な る O こ れ ら の現地名を， A: ま っ た く の 日本名 ， B: 職種は英語な どで フ ィ リ ピ ン人に
もわかるが日本の個人名などを冠しているもの， c: 名称か ら 日本人の経営と わか ら な い も の，
D: 日本の代表的な地名な ど フ ィ リ ピ ン人に も 日本人の経営と わか る も の ， の4 つ に分類 し た。
マニラでは，輸出入業・卸売業を専門としているものが 12あるが， A が9 ， C が 1， D が
2 であ り ， 日本人や中国人が相手で フ ィ リ ピ ン人を対象に していな い こ と が う かがえ る 。 卸 と
小売りを兼ねているものは， A が5 ， B が14， C が8 ， D がI と な っ て， フ ィ リ ピ ン人の小
売り客を意識していたと考えられる。雑貨小売業専門では Aが1， B が9 ， C が4 ， D が4
である。マニラで特徴的なのは，氷店が 101軒あり，すべて Bである(統ーして記載された可能
性が高い)。この傾向はホテル業 9，マッサージ業 7，シャツ製造業 4，家具店 7，時計店 7，
洋服店 6，理髪店 12などにみられる。漁業 37はすべて日本名の00組そのままでにれも統
一して記載された可能性が高い)，この傾向は建築事務所 5，食堂 7などにみられる O
マニラ以外のルソン島では，雑貨商が 1 22あり，食料品店などと兼ねたものが 25で，合計
147 軒があ る。A が26， B が49， C が57， D が15 で， 地域に と け込むよ う な名称が多い い っ
ぽう， r 日本」 を全面に出 し て営業 し てい た様子も う かがえ る 。 特徴的なの は， ト リ ニ ダ ッ ド
の農業 66とリサール州の養鶏場 11であるO自転車商は 19あり， B が5 ， C が14 であ っ た。
氷店はリサールナト|に 13すべて A，パンパンガ州に 3すべて Bがあるだけだった。
ビサヤ諸島では，雑貨卸小売りが 13 (イロイロ市 1を除きすべてセブ市)で， B が5 ， C が4 ，
D が 4 であ る 。 雑貨商は 42， 兼業は 3 の合計 45 で， A が 5 ， B が 26， C が10， D が 4 であ
るO漁業がセブ市 2，イロイロ市 18，西ネグロスナ|、1 15の合計 35，すべて AであるO自転車
商が 11あり， B が5 ， C が6 であ る O
ダパオでは，日本人社会が発達していて，職種においても各種バランスがとれていた。雑貨
食料品商 27，食料品雑貨商 45，雑貨商 7のほか兼業が数軒ある。合計 79のうち， Aが 58， B
が 9， C が4 ， D が8 で， 日本人以外の客につ いてあ ま り 考え る必要がなか っ た様子が う かが
える。目立つ職業(専業)として，旅館業・旅館下宿業・下宿業 19でほとんどが B，木工業
19 ですべて B， 洋服仕立業13 で1 軒を除いてすべて B， 漁業19 で B が16 と C が3 ， 理髪業
30 ですべてB， 鉄工業18 でB が16 とC が2 であ っ た。
ダバオ以外のミンダナオは 35と少なく，日本人はあまり進出していなかった。約半数の 1 7
が雑貨商，雑貨商兼業が 7で，合計 24のうち Aが 5， B が1 1， C が 7 ， D がl であ っ た。 特
一 1 5 6
近代大衆消費社会出現の一考察(早瀬)













ている2九 1 928年の「在留邦人会社及商店等」の使用人数をみても，日本人 355人，フィリ
ピン人 1，051人，アメリカ人 2人，合計 1 ，408人で，たしかにフィリピン人が 74.6%を占めて
いる21)。また，フィリピンに基盤をもっ日本商店が多かったことから，その利益はフィリピン
内に投資・還元され，中国人のように利益の大半が故国に送られるということはなかった22)。








本国の排日運動は， 1908 年の辰丸事件に は じ ま り ， 約30 年間に前後10 回に及んだ23) 。 そ の
うち，フィリピンの中国人による排日運動に発展したものは，つぎの 4回であった24)。
1 一九一九一二一年の山東問題に よ る排日運動
2 一九二八一二九年の済南事件に よ る排日運動
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3 一九三一一三二年の満洲事変， 上海事変に よ る排日運動
4 一九三七年以降の支那事変に よ る排日運動
これらの排日運動は，はじめ中華総商会の音頭で商人中心におこなわれたが， 1919"-'21 年に
なると本国の五・四運動の影響を受けて学生主体となり，中国人一般大衆や華僑学校，華僑新




営の鉱山のストライキなどに及んだ 25)。しかし， 1920 年代ま での排 日運動では， 日本商品の
取り扱い拒否が，少なからぬ中国商人の死活問題になっため，あまり徹底的におこなわれな
かった。むしろ反動傾向さえみられた。
1931"-'32 年の排日運動は， かつてな い ほ ど長期に な り ， 厳 し く 実施さ れた。 日本商品のボ
イコットの気配が濃厚となった 1931年 9月から影響が出始め， 10 月 の実行期に入る と既注文
が取り消される一方，追注文が出たりで混乱がみられた。 1月になると日本産のジャガイモ










1937 年7 月7 日 の庸溝橋事件以降の状況は， さ ら に厳 し い も のがあ っ た。 南洋協会 「比律
賓群島地方調査通信嘱託」原繁治(のちマニラ日本商業会議所書記長)は，つぎの 5期に分けて
説明している 27) 0
1 日和見時期 (昭和十二年七月 中旬~十二月三十一日 )
2 華僑抗敵会の暗躍期 (昭和十三年一月一日 ~二月二十七日 )
3 決行期 (昭和十三年二月二十八日 )





て，フィリピンの中国人はマニラで翌年の 2月 28日，セブで 5月 25日，ダパオ，コタパト，
サンボアンカーなどでは 7月 l日から決行した。このように直ちに決行できなかった理由は，つ
ぎのように説明された28)。











きでは商売が成り立たなかった。さらに，なぜ 1938年 2月 28日決行されたかについては，つ
ぎのような理由があげられた。
A 一九三五年の春 (上半期) フ イ リ ツ ピ ン の景気は頗る よ く 之よ り 八月以来反動期に入
る，その反動を中間反動と見て一般商人は先行きを楽観して居た。然るに実際には益々
不況の度を深めて行き，一九三六年の春は最も甚しかった。従って一般の市場は
Overstock であっ た。 そ の上に各人は金融上逼迫を告げた。 寧ろ之を処分せねばな ら
ぬ立場にあり，新規仕入は殆ど中絶の状態が続いて居た。
B 事変勃発 と共に不良政治的分子， 所謂事件屋な る も のが暗躍 し た。
C 時丁度 日本と して は輸入統制をな し た結果， 原価高を来 し ， 従って こ の原価高に よ る
日本商品を取扱はなくても他国の品で代用する事が出来るに至る。即ち米国品を以て日
本品に代用する事が出来る様になって来た。







軒の売上合計は， 1937 年の1，094 万ペ ソ か ら 翌38 年に913 万ペ ソ に低下 し ， 利益率は平均
26% か ら12% に半減 し た29) o
②関税率引き上げ












この結果，たとえば木綿製ブランケットは 1キロ当たり 0. 1 0 --0.13 が0.15 --0.20 米 ド ル， メ
リヤス類が従価 25%から 40%，絹及人絹布が従価 50%から 60%，ズック靴が従価 1 5%から
30% ， 馬鈴薯 ・ 玉葱が100 キ ロ 当た り0.80 か ら 1.50 ド ル， 玩具類が従価25% か ら40% ， 帽
子類が従価 30%から 50%に，それぞれ引き上げられることになった。そして，平価法により，
支払うべき税額の増加率は，綿タオルで 173%，人絹織物 195%，馬鈴薯 100%，玩具 264%，
紙帽子 1 73%で，軒並み 2 -- 4倍になり，ズック靴のように 21倍になるものもあった 3])。こ
れらは， 1932 年12 月21 日 に フ ー バ 一 大統領の認可を経て即 日 発効 さ れ， ロ ー ズ ベ ル ト













に於て比島の一般消費者の生活必需品の値段を高くする怖れもな L \0 従って如上， 二， 三
の欠点ありとするも，国庫収入増加の必要より遂に本案を承認するものである
この関税率引き上げによって，日本からの輸入商品は多大の影響を受け， 1931 年の免税率








































1935 年11 月15 日 に発足 し た コ モ ン ウ ェ ルス政府は， 10 年後の独立をめざ し て種々 の政策
を打ち出した。経済的自立については，発足前の 1934年 11月 19日に NEPA (National
EconomicProtectionismAssociation) を創設 し ， 国産品愛護奨励運動を展開 し た。 NEPA の創
設目的は，














NEPA 運動は， 1935 年2 月 か ら実際にお こ なわれ， 国産愛用週間Made-in-the-Philippines
ProductsWeek を設けて各種イ ベ ン ト をお こ な い ， マ ニ ラ市ではマ ニ ラ ト レ ー デ ィ ン グセ ン
ターで物産展覧会を開催した。 1940年の最終日の 8月 23日には，ケソン大統領がリサール競
技場で演説をおこない， rネパ運動に よ る盲目的国粋運動を排 し飽迄良品を以って外国品に代
るべきで自国品の強要は不可だと戒めた J37)。しかし，運動の成果は微々たるもので， 1939 年
のフィリピン製品の消費額は 24万ペソで， 34 年の8 万ペ ソ か ら3 倍の増加をみたが， 全輸入












リピンの大衆消費日本商品一輸入統計資料分析 J r人文研究.] (大阪市立大学大学院文学研究科紀
要)第 55巻第 2 分冊 (2004 年 3 月 ) を参照。 なお， 貿易統計につ いて は ， AnnualReportof
theInsularCollectorofCustoms ,1908-40 に よ っ た39) 。
①終始日本商品が有利
まず，日本商品が有利に推移したものとして，綿シャツ肌着，陶磁器，扇子とガラスピン，








本商品のシェアは 1 928年以降 60%台に落ちて，高級品を中心にアメリカ商品と競合するよう
になった。ハンカチは， 1934 年に絹製か ら人絹にかわ っ て も ， 日本製が大半を 占めた。
1938 年に は， 一般的にみて 「米国品一割値下 り 邦品一割五分値上 り 」 と い う 状況であ っ た




0歯磨ブ ラ シ (打) 0 ・ =八 一・六O
0爪楊枝 (打) 0 ・ =五 0 ・ 七五
0槻衣袖付 ( メ リ ヤ ス ) (打) 二・二O 一八・ 00
0人絹製小児用帽子 (打) 二・五O 一四・ 00
。ハンカチ(最小) (打) 0 ・ 一五 0 ・ 四五
0鉛筆 (耳) 0 ・ 六O 二.ゴO
。ポロシャツ大人用 (打) 四 - 00 九 - 00
0沓下 (打) 一・ 00 一・五O
。ナプキン (束) 0 ・0五 0 ・ 二O
。セル人形 (個) 0 ・-0 0 ・ 五O
。ポマード用空瓶(最小) (膏) 一・五五 =・五O
。アルバム (耳) -0 ・00 六八・ 00
0婦人用櫛 (由形黒) (打) 七 - 00 九 - 00
0鏡 (四 ×五) (打) 0 ・ 八O 二・五O
0学童用万年筆 (打) 一・五O 六 - 00
0白粉刷毛 (寄) 二 - 00 -0 ・00
。金剛砥石 (個) 0 ・ 六O 一・五O
。クラヨン(絵具) (寄) 二・六O 一二・ 00




1939 年に 日 本商品が断然有利 と さ れ た も の は， 一般雑貨品で 10 セ ル ロ イ ド製女子用櫛
(石入及無地) 0男子用色物櫛O歯ブ ラ シ下級品Oセル ロ イ ド製石鹸函及び白粉入O鉛
筆下級品 O万年筆下級品 Oオートグラフ及アルバム Oナプキンペーパ- 0一般シャ ツ
類。ハンカチ安物，プリント物 O陶磁器 Oツースピック，等々J，食料品で「トマト，
サルジンJ 1鰯水煮五オ ン ス入J 1無糖煉乳ア ルパイ ン印J 1加糖煉乳モ リ ノ 印」 であ っ た4]) 。
②日本商品有利からアメリカ商品有利へ
傘部品は，傘完成品ととも日本商品が重要な位置を占めるようになり， 1929 年の シ ェ ア急
減後も一時回復したが， 39 年か ら再び急減 し た。 雨傘を さ す習慣があ ま り な いため， 雨傘 ・




統制のためアメリカ製と同額またはそれ以上になり， 1937 年半ばに は輸入量が逆転 し た。 さ
らに，中国人の日本商品ボイコットが追い打ちをかけた42) o
1939 年に断然、ア メ リ カ 商品が圧倒 して い る と さ れたの は， 一般雑貨品で 「男子用櫛 (ハ ー ド
ラバー)J1(光線防ギ)色眼鏡J 1万年筆J 1革製 ト ラ ン クJ 1ボ ス ト ン ， パ ッ クJ 1ハ ン ド ， バ ッ
グ類J 1皮製紙幣入J 1魔法瓶J 1靴下類J 1槻衣 (特別 も の)J 1木綿製 ジャ ケ ッJ 1ガ ウ ンJ 1皮









め， 38 年以降その シ ェ ア は ア メ リ カ に と っ てかわ られた44) 。 櫛は ， 1920 年か ら安価な 日本製
が大きなシェアを占めるようになったが， 30 年代末に ア メ リ カ 製に と っ てかわ ら れた。 ゴム









わるようになって日本製のシェアが低下した47)。人絹は， 1930 年 に な っ て急速に 日 本製が
シェアを伸ばしたため問題となり， 30 年代末に は ア メ リ カ製に と っ てかわ ら れた。
1939 年に 「伯仲戦を交へてゐ る も の」 と さ れたの は， 一般雑貨品で 「歯ブ ラ シ米品安 も の」
「リネン紙封筒(米国品安もの) J r鉛筆 (最安 も の) J r ト イ レ ツ ト ， ペ ーパー J r人絹製ネ ク タ
イ J (フィリピン製) rエ ナ メ ル製湯沸J (チェコ製) r洗面器J (ポーランド製) rエ ナ メ ル， カ ッ
プJ (ポーランド製) rガ ラ ス ， カ ッ プJ (米品最安もの) rカ ルデロ ン J (ドイツ製) rハ ン カ チ下級






























































し 1 っ fこ O
本稿のみによって，日本人・商品がアメリカ人・商品より，フィリピン人・社会に大きな影
響を与えたということはできないだろうし，それを議論したつもりはない。フィリピンにとっ
ての「日本」は， rア メ リ カ 」 の補完で も な ければ 「風穴j で も な し 」 従来語 られて き た国際
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